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平成１２年度東京都埋立事業会計決算審査意見書

第１ 審 査 の 概 要

１ 審査の期間 平成１３年６月１日から同年８月１日まで

２ 審査の対象 港 湾 局

３ 審査の手続

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、埋立事業の経営成績及び財政状

態を適正に表示しているかどうかを検証するため、会計帳票、証拠書類の照合等通常実施すべき

審査手続を実施したほか、必要と認めるその他の審査手続を実施した。

ついで、本事業の経営内容の動向を把握するため計数の分析を行い、経済性の発揮及び公共性

の確保を主眼として考察した。

第２ 審 査 の 結 果

１ 決算諸表について

審査に付された決算諸表は、埋立事業の経営成績及び財政状態を適正に表示しているものと認

められる。

２ 経営状況について

平成１２年度の埋立造成事業は、埋立地造成、環境整備、道路・橋りょう整備等の各事業を実

施し、この結果、埋立地造成については、全体計画２，７３１万６，０００ｍ うち２，３５３２

万１，０００ｍ （換算）が終了し、実施率は８４．５％となっている。２

なお、埋立造成事業の全体計画に対する執行状況は表１のとおりである。

(表１)埋立造成事業執行状況 (全体計画比)

全 体 計 画 前年度末までの執行 平成1 2年度執行 平成12年度末執行累計

区 分 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 数 量 金 額 執行率

(Ａ) (Ｂ) Ｂ/Ａ)(

千㎡ 百万円 千㎡ 百万円 千㎡ 百万円 千㎡ 百万円 ％

埋立地造成 27,316 257,434 23,278 210,476 253 6,994 23,531 217,471 84.5

環 境 整 備 一 式 121,682 一 式 91,653 一 式 203 一 式 91,856 75.5

道 路 整 備 一 式 34,066 一 式 30,038 一 式 193 一 式 30,232 88.7

橋 梁 整 備 32 橋 70,356 27 橋 25,547 － 0 27 橋 25,547 36.3

上水道整備 一 式 8,619 一 式 8,139 一 式 83 一 式 8,222 95.4

下水道整備 一 式 59,640 一 式 52,897 一 式 481 一 式 53,378 89.5

開 発 費 － 626,000 － 153,077 － 5,295 － 158,372 25.3

そ の 他 － 135,203 － 71,292 － 709 － 72,002 53.3

合 計 － 1,313,000 － 643,122 － 13,961 － 657,084 50.0

(注)１ 開発費とは、他の事業者が行う埋立地開発事業に対する埋立事業会計からの負担金である。

(注)２ その他とは、資本勘定職員の人件費と、埋立地の調査、測量等の経費である。
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（１）経営成績について

当年度の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算書参照）のとおり、総収益１６３

億３，７２３万余円、総費用８８億８，９９０万余円であり、差引き７４億４，７３３万余円

の純利益となっている。

(表２)経営成績比較表 (単位：千円、％)

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

項 目

金 額 (Ａ) 金 額 (Ｂ) (C)=(A-B) 率(C/B 100)金額 ×

収 営 業 収 益(a) 6,076,198 12,515,912 6,439,714 51.5△ △

益 営 業 外 収 益(b) 10,261,041 9,949,329 311,711 3.1

総 収 益(c=a+b) 16,337,239 22,465,242 6,128,003 27.3△ △

費 営 業 費 用(d) 8,194,516 31,815,596 23,621,080 74.2△ △

営 業 外 費 用(e) 683,172 558,049 125,123 22.4

用 特 別 損 失(f) 12,215 145 12,070 -

総 費 用(g=d+e+f) 8,889,904 32,373,791 23,483,887 72.5△ △

純利益( 損失)(h=c-g) 7,447,334 9,908,549 17,355,833 175.2△ △

ア 収益について

収益は、表３のとおり、総収益は１６３億３，７２３万余円であり、前年度（２２４億

６，５２４万余円）と比較して６１億２，８００万余円（２７．３％）減少している。

このうち、営業収益は、６０億７，６１９万余円であり、前年度（１２５億１，５９１万

余円）と比較して６４億３，９７１万余円（５１．５％）減少している。これは、埋立地の

処分面積が、表４のとおり、２万９，２６２．６３ｍ であり、前年度（４万６，８３７．２

２８ｍ ）と比較して減少したことなどにより埋立地処分収益が６５億３，０９３万余円減２

少したことなどによるものである。

営業外収益は、１０２億６，１０４万余円であり、前年度（９９億４，９３２万余円）と

比較して３億１，１７１万余円（３．１％）増加している。これは、雑収益が２億８，６７

１万余円減少したものの、受取利息が５億９，８４２万余円増加したことによるものであ

る。

雑収益の減少は、分納利息が２億６，６８９万余円減少したことなどによるものである。

受取利息の増加は、貸付金利息が５億８，６７７万余円増加したことなどによるものであ

る。
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（表３）収益の内訳比較 （単位：千円、％）

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

区 分 金 額 金 額 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (C/B 100)×

営 業 収 益 6,076,198 12,515,912 6,439,714 51.5△ △

埋 立 地 処 分 収 益 2,273,327 8,804,265 6,530,937 74.2△ △

江 東 区 214,061 217,072 3,010 1.4△ △

第５次改訂港湾計画埋立地区 2,050,023 8,582,099 6,532,075 76.1△ △

塩 浜 地 区 9,242 5,092 4,149 81.5

埋 立 地 賃 貸 料 収 益 3,802,870 3,711,647 91,222 2.5

港 区 7,231 7,231 0 0

第５次改訂港湾計画埋立地区 3,711,095 3,619,873 91,222 2.5

晴 海 埠 頭 地 区 51,547 51,547 0 0

有 明 地 区 32,995 32,995 0 0

営 業 外 収 益 10,261,041 9,949,329 311,711 3.1

受 取 利 息 9,003,612 8,405,185 598,427 7.1

預 金 利 息 75,599 63,943 11,656 18.2

貸 付 金 利 息 8,928,012 8,341,242 586,770 7.0

雑 収 益 1,257,428 1,544,144 286,715 18.6△ △

分 納 利 息 41,469 308,366 266,897 86.6△ △

埋 立 地 貸 付 料 756,996 774,610 17,613 2.3△ △

海 上 公 園 利 用 料 86,674 74,875 11,798 15.8

有 料 公 園 ・ 施 設 利 用 料 338,113 361,867 23,754 6.6△ △

光 熱 水 費 受 入 16,694 17,230 535 3.1△ △

不 用 品 売 却 収 益 0 60 60 100△ △

雑 収 益 17,480 7,133 10,346 145.0

総 収 益 16,337,239 22,465,242 6,128,003 27.3△ △

（表４）平成１２度埋立地の処分状況

区 分 件 数 面 積 契 約 金 額

処 分 合 計 5 件 29,262.63 ㎡ 2,035,700 千円

売 却 1 9,714.99 1,887,622

区 分 地 上 権 設 定 2 791.07 148,077

等 価 交 換 2 18,756.57 -
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イ 費用について

費用は、表５のとおり、総費用８８億８，９９０万余円であり、前年度（３２３億７，３

７９万余円）と比較して２３４億８，３８８万余円（７２．５％）減少している。

このうち、営業費用は、８１億９，４５１万余円であり、前年度（３１８億１，５５９万

余円）と比較して２３６億２，１０８万余円（７４．２％）減少している。これは、処分面

積の減少に伴い、営業費用の大部分を占める埋立地処分原価が２３１億８，９８１万余円減

少したことなどによるものである。

営業外費用は、６億８，３１７万余円であり、前年度（５億５，８０４万余円）と比較し

て１億２，５１２万余円（２２．４％）増加している。これは、消費税雑支出が１億２，４

９０万余円増加したことなどによるものである。

また、特別損失は、１，２２１万余円であり、前年度（１４万余円）と比較して１，２０

６万余円増加している。

なお、給与費及び職員数等は、表６のとおりである。

（表５）費用の内訳比較 （単位：千円、％）

平成１２年度 平成１１年度 増 (△) 減

区 分 金 額 金 額 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ＝Ａ－Ｂ) (C/B 100)×

営 業 費 用 8,194,516 31,815,596 23,621,080 74.2△ △

埋 立 地 処 分 原 価 4,588,326 27,778,141 23,189,815 83.5△ △

江 東 区 14,356 14,708 352 2.4△ △

第５次改訂港湾計画埋立地区 4,571,778 27,762,272 23,190,494 83.5△ △

塩 浜 地 区 2,191 1,160 1,031 88.9

一 般 管 理 費 3,574,990 4,002,084 427,093 10.7△ △

人 件 費 662,270 683,335 21,065 3.1△ △

委 託 料 2,429,024 2,773,861 344,836 12.4△ △

そ の 他 483,694 544,886 61,192 11.2△ △

減 価 償 却 費 31,119 32,326 1,207 3.7△ △

資 産 減 耗 費 80 3,044 2,963 97.3△ △

営 業 外 費 用 683,172 558,049 125,123 22.4

雑 支 出 683,172 558,049 125,123 22.4

不 用 品 売 却 原 価 0 60 60 100△ △

消 費 税 雑 支 出 682,894 557,988 124,905 22.4

雑 支 出 278 0 278 -

特 別 損 失 12,215 145 12,069 -

過 年 度 損 益 修 正 損 11,809 0 11,809 -

そ の 他 特 別 損 失 405 145 260 179.3

総 費 用 8,889,904 32,373,791 23,483,886 72.5△ △
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(表６)給 与 費 明 細 表

平 成 1 ２ 年 度 平 成 １ １ 年 度 増 (△) 減

区 分

損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計 損益勘定 資本勘定 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

給 料 311,939 243,222 555,161 326,456 246,823 573,279 14,517 3,601 18,118△ △ △

手 当 258,341 225,007 483,348 263,711 224,188 487,899 5,370 819 4,551△ △

法定福利費 91,990 66,239 158,229 93,168 65,930 159,098 1,178 309 869△ △

計 662,270 534,468 1,196,738 683,335 536,941 1,220,276 21,065 2,473 23,538△ △ △

職 員 数 73 人 58 人 131 人 75 人 56 人 131 人 2 人 2 人 0 人△

平均年齢 37歳9月 41歳3月 3歳4月△

職員１人当 千円 千円 千円

たり給与費 9,135 9,315 180△

(注) 職員数及び平均年齢は、年度末現在におけるものである。

事業の収益性を示す経営比率は、表７のとおりである。

(表７)経 営 比 率 表

平成８ 平成９ 平成10 平成11 平成12
項 目 算 式

年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

営 業 利 益
経営資本営業利益率(％) 6.6 5.0 6.9 12.2 1.3△ △ △ △ △

経 営 資 本

営 業 利 益
営業収益営業利益率(％) 93.7 51.9 90.8 154.2 34.9△ △ △ △ △

営 業 収 益

営 業 収 益
経営資本回転率(回) 0.07 0.10 0.08 0.08 0.04

経 営 資 本

総 費 用
総費用対総収益比率(％) 120.4 96.9 115.4 144.1 54.4

総 収 益

(注) 経営資本＝総資本-（建設仮勘定+投資）である。

（２）財政状態について

ア 資本的収支について

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支については、表８のとおりである。

当年度における資本的収入は、３１億９，５０６万余円で、前年度（８億９，６５６万余

円）と比較して２２億９，８４９万余円（２５６．４％）増加している。これは主に、企業

債が２２億８，２８０万円増加したことなどによるものである。

一方、資本的支出は、１８４億４，８３８万余円で、前年度（３７１億９，９７２万余

円）と比較して１８７億５，１３３万余円（５０．４％）減少している。これは主に、投資

が１８０億６，５００万円減少したことなどによるものである。

投資の減少は、長期貸付金が１４０億円及び投資有価証券が４０億６，５００万円それぞ
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れ減少したことによるものである。

（表８）資本的収支比較表

（単位：千円、％）

増 (△) 減
平成１２年度 平成１１年度

区 分 金 額 増 減 率

(Ａ) (Ｂ) (C＝A－B) (C/B×100)

資収 企 業 債 3,179,200 896,400 2,282,800 254.7

本 雑 収 入 15,861 166 15,695 -

的入 計 3,195,061 896,566 2,298,495 256.4

資支 埋 立 事 業 費 17,365,464 18,086,208 720,744 4.0△ △

本 投 資 0 18,065,000 18,065,000 100△ △

的出 企 業 債 費 1,082,924 1,048,513 34,410 3.3

計 18,448,388 37,199,722 18,751,333 50.4△ △

差 引 資 本 的 収 支 15,253,327 36,303,156 21,049,828 58.0△ △ △

イ 資産及び負債・資本について

当年度末の資産及び負債・資本の状況については、別表２比較貸借対照表のとおりである。

資産総額は、１兆１，８０５億４，９４５万余円であり、前年度（１兆１，７２６億３，

９１５万余円）と比較して７９億１，０２９万余円（０．７％）増加している。これは、流

動資産が５２億６，６４２万余円減少したものの、埋立地造成が１３３億７，３４５万余円

増加したことなどによるものである。

流動資産の減少は主として、現金預金が５４億４，４３７万余円減少したことによるもの

である。

埋立地造成の増加は、完成埋立地が８５億６，７６８万余円、未成埋立地が４８億３，４２

４万余円それぞれ増加したことなどによるものである。

完成埋立地の増加は、埋立地処分に伴い未成埋立地から完成埋立地へ振り替えたことによる

ものである。

未成埋立地の増加は、埋立工事費が３１億５，６０９万余円、埋立諸設備費が１５億３，７

９０万余円増加したことなどによるものである。

一方、負債総額は４，７４３億１，５６２万余円であり、前年度（４，７７１億７，７５７

万余円）と比較して２８億６，１９４万余円減少（０．６％）している。これは主として、流

動負債が２６億２，４３２万余円減少したことなどによるものである。

流動負債の減少は、未払金である埋立造成未払金が２４億４，１１９万余円減少したことな

どによるものである。

また、資本総額は７，０６２億３，３８２万余円であり、前年度（６，９５４億６，１５８
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万余円）と比較して１０７億７，２２４万余円増加（１．５％）している。これは、資本金が

３２億円、剰余金が７５億７，２２４万余円それぞれ増加したことによるものである。

資本金の増加は、企業債を３２億円発行したことにより、借入資本金が増加したことによる

ものである。

剰余金の増加は、当年度純利益が７４億４，７３３万余円生じたことにより、利益剰余金が

増加したことなどによるものである。

次に、当年度における有利子負債及び支払利息の状況は、表９のとおりであり、有利子負債

については、企業債を３２億円発行したことから、当年度末現在３４４億円の残高となってい

る。

（表９）有利子負債及び支払利息の状況

（単位：千円）

平成12年度 平 成 12 年 度 平成11年度 増（△）減
区 分

末残高（Ａ） 残高（Ｂ）
増 加 減 少 （Ａ)－(Ｂ）

有 負

利 企 業 債 34,400,000 3,200,000 0 31,200,000 3,200,000

子 債

区 分 平成12年度支払額 (Ｃ) 平成11年度支払額 増(△)減(Ｃ)－(Ｄ)

(Ｄ)

支 利 企業債利息及

1,082,924 1,048,513 34,411

払 息 企業債取扱諸費

なお、財政状態を示す財務比率は、表１０のとおりである。

（表１０）財 務 比 率 表 (単位：％)

項 目 平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度 算 式

流動資産流 動 比 率 692.6 527.4 522.4 350.1 394.1 流動負債

自 己 資 本 自己資本56.8 56.8 56.8 56.6 56.9構 成 比 率 総 資 本

固 定 資 産 対 固定資産94.2 96.0 96.0 97.5 97.8長期資本比率 長期資本

(注)1 固定資産対長期資本比率における固定資産は、固定資産＋埋立地造成による。

(注)2 自己資本＝自己資本金＋剰余金

(注)3 長期資本＝資本金＋剰余金＋固定負債
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ウ 資金収支について

資金収支の状況については、表１１のとおりである。

資本的収入の総額は３１億９，５０６万余円であり、これに対して資本的支出の総額は１

８４億４，８３８万余円である。

この資本的収支に、翌年度への繰越工事資金１５億４，７９６万円及び前年度繰越額５億

３，５５０万余円を加えた資本的収支資金不足額は、１６２億６，５７９万余円となってい

る。

この資本的収支資金不足額に、損益勘定留保資金等の収益的収支資金剰余額１２６億１，

１２２万余円を合わせた当年度資金不足額は３６億５，４５７万余円となっている。

この結果、平成１２年度末の本会計の繰越資金は表１２のとおり、２４６億３，４２８万

余円となっている。

（表１１）資 金 収 支 表 (単位：千円)

支 出 収 入

項 目 金 額 項 目 金 額

資 本 的 支 出 （A） 18,448,388 資 本 的 収 入（B） 3,195,061

翌年度への繰越工事資金（C) 1,547,966 前 年 度 繰 越 額（D） 535,500

計（E＝A＋C） 19,996,354 計（F＝B＋D） 3,730,561

資本的収支資金不足額

（G＝F－E） (16,265,793）

当 年 度 純 利 益 7,447,334

損 益 勘 定 留 保 資 金 5,164,250

減価償却費・資産減耗費 31,199

埋 立 地 処 分 原 価 4,588,326

消 費 税 雑 支 出 544,319

特 別 損 失 405

消 費 税 収 支 調 整 額 364△

計（H） 12,611,220

収益的収支資金剰余額(I＝H) (12,611,220)

当年度資金不足額(J＝G－I) (3,654,573)

合 計 （K） 19,996,354 合 計 （F＋H＋J） 19,996,354

（表１２）繰 越 資 金 状 況 (単位：千円)

年 度

平成８年度 平成９年度 平成10年度 平成11年度 平成12年度

項 目

繰 越 資 金 68,300,909 47,255,247 46,162,440 28,288,855 24,634,283
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（３）建設改良事業について

建設改良事業は、東京港第５次改訂港湾計画に基づき、これと整合するよう事業計画（昭和

３６年度～平成１２年度）を改訂し、埋立地の造成整備を実施している。本事業計画区域の埋

立地については、有明北地区及び豊洲・晴海地区を除いてほぼ完了している。

平成１２年度における建設改良事業は、埋立造成事業と埋立改良事業を実施しており、その

執行状況は、表１３のとおりである。

（表１３）平成１２年度建設改良事業執行状況 (単位：千円、％)

区 分 予 算 額 執 行 額 執 行 率 繰 越 額 不 用 額

埋立造成事業 26,945,071 13,961,638 51.8 1,547,966 11,435,467

埋立改良事業 3,778,000 3,403,826 90.1 0 374,174

小 計 30,723,071 17,365,465 56.5 1,547,966 11,809,640

ア 埋立造成事業について

平成１２年度の埋立造成事業は、表１４のとおり、予算額１７７億６，３５０万余円に対

し、執行額６９億９，４８９万余円であり、執行率３９．４％となっている。

これら事業の執行状況について見ると、不用額の主なものは、埋立地造成において、有明

北地区埋立免許・認可が事業計画よりも遅延したことに伴い、地盤改良工事等に不用額（５

４億５，００８万余円）を生じたことなどによるものである。

（表１４）平成１２年度埋立造成事業 (単位：千円、％)

区 分 予 算 額 執 行 額 執 行 率 繰 越 額 不 用 額

埋 立 地 造 成 17,763,500 6,994,893 39.4 1,547,966 9,220,641

環 境 整 備 332,000 203,204 61.2 0 128,796

道路橋梁整備 445,000 193,851 43.6 0 251,149

上下水道整備 1,602,528 564,693 35.2 0 1,037,835

開 発 費 5,906,666 5,295,267 89.6 0 611,399

埋 立 諸 費 895,377 709,730 79.3 0 185,647

合 計 26,945,071 13,961,638 51.8 1,547,966 11,435,467

イ 埋立改良事業について

平成１２年度の埋立改良事業は、予算額３７億７，８００万余円に対し、執行額３４億３

８２万余円であり、執行率９０．１％となっており、主に埋立地の道路、橋りょう及び公園

等における改修等を行っている。
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以上、経営状況について述べてきたが、当年度は７４億余円の純利益となったことから、前

年度繰越欠損金６９億余円のすべてを処理している。



（別表1）　比　較　損　益　計　算　書

   平 成 １２ 年 度    平 成 １１ 年 度 　    増（△）減

科　　　　　　　　目 　金　 　額 　金　 　額 　金　 　額  増減率

　　（Ａ） 　　（Ｂ） （ Ｃ＝Ａ-B ） ( C/B×100 ）

１　営　　業　　収　　益 6,076,198,037 12,515,912,683 △ 6,439,714,646 △ 51.5

埋 立 地 処 分 収 益 2,273,327,922 8,804,265,119 △ 6,530,937,197 △ 74.2

埋 立 地 賃 借 料 収 益 3,802,870,115 3,711,647,564 91,222,551 2.5

２　営　　業　　費　　用 8,194,516,830 31,815,596,899 △ 23,621,080,069 △ 74.2

埋 立 地 処 分 原 価 4,588,326,529 27,778,141,831 △ 23,189,815,302 △ 83.5

一 般 管 理 費 3,574,990,925 4,002,084,650 △ 427,093,725 △ 10.7

減 価 償 却 費 31,119,076 32,326,239 △ 1,207,163 △ 3.7

資 産 減 耗 費 80,300 3,044,179 △ 2,963,879 △ 97.4

３　営　業　損　失（1-2） 2,118,318,793 19,299,684,216 17,181,365,423 △ 89.0

４　営　業　外　収　益 10,261,041,048 9,949,329,538 311,711,510 3.1

受 取 利 息 9,003,612,579 8,405,185,528 598,427,051 7.1

雑 収 益 1,257,428,469 1,544,144,010 △ 286,715,541 △ 18.6

５　営　業　外　費　用 683,172,352 558,049,116 125,123,236 22.4

雑 支 出 683,172,352 558,049,116 125,123,236 22.4

６　営 業 外 利 益（4-5） 9,577,868,696 9,391,280,422 186,588,274 2.0

７　経　常　損　益（3+6） 7,459,549,903 △ 9,908,403,794 17,367,953,697 175.3

８　特　　別　　損　　失 12,215,500 145,600 12,069,900           -

９　当年度純損益 （7+8） 7,447,334,403 △ 9,908,549,394 17,355,883,797 175.2

10　前 年 度 繰 越 欠 損 金 6,911,394,862 0 6,911,394,862           -

535,939,541 △ 9,908,549,394 10,444,488,935 105.4

　  　　（単位：円、％）

11　当年度未処分利益剰余金
　　（△）未処理欠損金



（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表

    平 成 １２ 年 度     平 成 １１ 年 度 　　増（△）減

科　　　　　　　　　　目 　金 　　額 構成比 　金 　　額 構成比 　金 　　額  増減率

（Ａ） （B） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100）

固     定      資     産 987,646,452,198 83.7 987,843,180,784 84.3 △ 196,728,586 △ 0.0

有   形   固   定   資   産 782,288,124 0.1 740,983,425 0.1 41,304,699 5.6

建 物 648,696,162 0.1 648,696,162 0.1 0         0

建 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 149,312,715 △ 0.0 △ 135,146,734 △ 0.0 △ 14,165,981 10.5

構 築 物 229,672,965 0.0 229,672,965 0.0 0         0

構 築 物 減 価 償 却 累 計 額 △ 119,320,292 △ 0.0 △ 112,396,164 △ 0.0 △ 6,924,128 6.2

機 械 及 装 置 173,912,780 0.0 173,912,780 0.0 0         0

機 械 及 装 置 減 価 償 却 累 計 額 △ 124,586,301 △ 0.0 △ 117,662,411 △ 0.0 △ 6,923,890 5.9

車 両 運 搬 具 36,513,300 0.0 38,117,300 0.0 △ 1,604,000 △ 4.2

車 両 運 搬 具 減 価 償 却 累 計 額 △ 32,608,935 △ 0.0 △ 32,523,985 △ 0.0 △ 84,950 0.3

船 舶 763,810,863 0.1 763,810,863 0.1 0         0

船 舶 減 価 償 却 累 計 額 △ 725,279,792 △ 0.1 △ 725,279,792 △ 0.1 0         0

工 具 器 具 及 備 品 134,574,466 0.0 62,070,391 0.0 72,504,075 116.8

工具器具及備品減価償却累計額 △ 53,784,377 △ 0.0 △ 52,287,950 △ 0.0 △ 1,496,427 2.9

無   形   固  定  資  産 3,619,100 0.0 4,024,800 0.0 △ 405,700 △ 10.1

電 話 加 入 権 3,619,100 0.0 4,024,800 0.0 △ 405,700 △ 10.1

投                  資 986,860,544,974 83.6 987,098,172,559 84.2 △ 237,627,585 △ 0.0

投 資 有 価 証 券 20,865,000,000 1.8 20,865,000,000 1.8 0         0

年 賦 未 収 金 1,529,376,125 0.1 1,767,003,710 0.2 △ 237,627,585 △ 13.4

長 期 貸 付 金 292,010,000,000 24.7 292,010,000,000 24.9 0 0.0

出 資 土 地 672,456,168,849 57.0 672,456,168,849 57.3 0         0

埋   立   地   造   成 157,818,239,599 13.4 144,444,787,818 12.3 13,373,451,781 9.3

完   成   埋   立   地 126,033,896,341 10.7 117,466,209,720 10.0 8,567,686,621 7.3

未   成   埋   立   地 31,662,376,623 2.7 26,828,136,020 2.3 4,834,240,603 18.0

埋 立 工 事 費 3,684,872,932 0.3 528,773,903 0.0 3,156,099,029 596.9

埋 立 諸 設 備 費 33,764,945,628 2.9 32,227,039,231 2.7 1,537,906,397 4.8

埋 立 関 連 費 1,888,611,223 0.2 1,733,264,634 0.1 155,346,589 9.0

雑 収 入 △ 7,676,053,160 △ 0.7 △ 7,660,941,748 △ 0.7 △ 15,111,412 0.2

年 賦 期 限 未 了 埋 立 地 121,966,635 0.0 150,442,078 0.0 △ 28,475,443 △ 18.9

流     動      資      産 35,084,758,793 3.0 40,351,186,333 3.4 △ 5,266,427,540 △ 13.1

現     金     預     金 31,653,805,527 2.7 37,098,183,292 3.1 △ 5,444,377,765 △ 14.7

預 金 31,653,805,527 2.7 37,098,183,292 3.1 △ 5,444,377,765 △ 14.7

未　　　　収　　　　　金 1,703,802,943 0.1 2,367,485,694 0.2 △ 663,682,751 △ 28.0

営 業 未 収 金 54,992,569 0.0 1,852,907,642 0.2 △ 1,797,915,073 △ 97.0

営 業 外 未 収 金 101,188,444 0.0 126,531,040 0.0 △ 25,342,596 △ 20.0

そ の 他 未 収 金 1,547,621,930 0.1 388,047,012 0.0 1,159,574,918 298.8

貯　　　　蔵　　　　　品 1,171,597 0.0 1,137,347 0.0 34,250 3.0

前　　　　払　  　　　金 1,724,298,726 0.1 882,700,000 0.1 841,598,726 95.3

そ の 他  流 動  資  産 1,680,000 0.0 1,680,000 0.0 0         0

資      産      合       計 1,180,549,450,590   100 1,172,639,154,935   100 7,910,295,655 0.7

                                       

　　　　　（単位：円、％）



（別表２）　比　較　貸　借　対　照　表 　　　　　　（単位：円、％）

     平 成 １２ 年 度      平 成 １１ 年 度 　    　増 （△） 減

科　　　　　　　　　目 　金　  　額 構成比 　金　  　額 構成比 　金 　　額  増減率

　　（Ａ） 　　（B） （Ｃ＝Ａ-B） (C/B×100）

固     定     負     債 465,413,114,486 39.4 465,650,742,071 39.7 △ 237,627,585 △ 0.1

そ の 他  固  定  負　債 465,413,114,486 39.4 465,650,742,071 39.7 △ 237,627,585 △ 0.1

年 賦 未 収 引 当 金 1,529,376,125 0.1 1,767,003,710 0.2 △ 237,627,585 △ 13.4

原 価 見 返 額 463,858,184,277 39.3 463,858,184,277 39.6 0         0

預 り 保 証 金 25,554,084 0.0 25,554,084 0.0 0         0

流   　動　 　負　  　債 8,902,509,671 0.8 11,526,830,386 1.0 △ 2,624,320,715 △ 22.8

  未               払                 金未       払        金 6,997,507,027 0.6 9,549,007,486 0.8 △ 2,551,500,459 △ 26.7

営 業 未 払 金 336,694,405 0.0 433,801,006 0.0 △ 97,106,601 △ 22.4

埋 立 造 成 未 払 金 6,656,195,243 0.6 9,097,385,701 0.8 △ 2,441,190,458 △ 26.8

未 払 消 費 税 4,617,200 0.0 17,820,600 0.0 △ 13,203,400 △ 74.1

そ の 他 未 払 金 179 0.0 179 0.0 0         0

前　 　　 受         金 439,744 0.0 73,260,000 0.0 △ 72,820,256 △ 99.4

営 業 前 受 金 439,744 0.0 73,260,000 0.0 △ 72,820,256 △ 99.4

そ　の　他　流　動　負　債 1,904,562,900 0.2 1,904,562,900 0.2 0         0

預 り 金 8,562,900 0.0 8,562,900 0.0 0         0

そ の 他 流 動 負 債 1,896,000,000 0.2 1,896,000,000 0.2 0         0

　負　　債　　合　　計 474,315,624,157 40.2 477,177,572,457 40.7 △ 2,861,948,300 △ 0.6

資　　　　本　　　　金 688,620,179,542 58.3 685,420,179,542 58.5 3,200,000,000 0.5

自 　己　　資 　本 　金 654,220,179,542 55.4 654,220,179,542 55.8 0         0

借   入   資   本   金 34,400,000,000 2.9 31,200,000,000 2.7 3,200,000,000 10.3

企 業 債 34,400,000,000 2.9 31,200,000,000 2.7 3,200,000,000 10.3

剰　　　　余　　 　　金 17,613,646,891 1.5 10,041,402,936 0.9 7,572,243,955 75.4

資　 本 　剰 　余　 金 6,630,707,350 0.6 6,505,797,798 0.6 124,909,552 1.9

受 贈 財 産 評 価 額 6,255,727,366 0.5 6,130,817,814 0.5 124,909,552 2.0

そ の 他 資 本 剰 余 金 374,979,984 0.0 374,979,984 0.0 0         0

利　 益 　剰　 余 　金 10,982,939,541 0.9 3,535,605,138 0.3 7,447,334,403 210.6

減 債 積 立 金 10,447,000,000 0.9 10,447,000,000 0.9 0         0

利 益 積 立 金 0      - 2,997,154,532 0.3 △ 2,997,154,532     △100

当年度未処分利益剰余金 535,939,541 0.0                 -      - 535,939,541         -

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 0      - 9,908,549,394 △ 0.8 9,908,549,394     △100

　資　　本　　合 　　計 706,233,826,433 59.8 695,461,582,478 59.3 10,772,243,955 1.5

　負　債　・　資　本　合　計 1,180,549,450,590   100 1,172,639,154,935   100 7,910,295,655 0.7


